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我が国の高齢者（６５歳以上）人口は増加を続けており、令和７年（２０２５年）の国勢調査では高齢化率

は●％となっています。また、令和２２年（２０４０年）には団塊ジュニア世代が６５歳以上となることから、今後

一層の高齢化が進行し、さらに、介護ニーズの高い８５歳以上人口の増加により、医療・介護の複合的なニ

ーズを有する高齢者の増加が見込まれています。 

一方で、生産年齢（１５歳～６４歳）人口は減少していくことが見込まれ、介護を支える人材や地域の担い

手不足が深刻化することが懸念されます。 

本市では、令和６年度（２０２４年度）に策定した「第１０次防府市高齢者保健福祉計画（第９期介護保険

事業計画・老人福祉計画）」に基づき、『高齢者がいつまでも住み慣れた地域で、自分らしい生活が送れる

よう思いやりと支え合いによる幸せの提供ができる地域社会を目指す』を基本目標として、地域包括ケアシ

ステムの推進や介護予防をはじめ、様々な高齢者施策の推進に取り組んできました。 

「第１１次防府市高齢者保健福祉計画」は、これまでの取組を継承しつつ、令和２２年（２０４０年）までの

中長期的な視野に立ちながら、将来にわたり誰もが安心して自分らしい生活が送れるよう、各施策の基本

的な考え方や取組などの方向性を示すために策定するものです。 
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本計画は、介護保険法（第１１７条第１項）に基づく「介護保険事業計画」、老人福祉法（第２０条の８）に

基づく「老人福祉計画」及び、共生社会の実現を推進するための認知症基本法（第１３条第１項）に基づく

「認知症施策推進計画」を一体的に策定したものです。 

また、本市の最上位計画である「第６次防府市総合計画 『輝き！ほうふプラン』 」における、健康福祉

の充実を具現化する部門計画とし、上位計画である「第４次防府市地域福祉計画・地域福祉活動計画」や

関連計画との整合・調和を保ちます。 

 

計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

  

計画期間は、令和９年度（２０２７年度）から令和１１年度（２０２９年度）までの３か年とします。 

なお、令和１１年度（２０２９年度）には必要な見直しを行い、令和１２年度（２０３０年度）を計画の始期とす

る次期計画を策定する予定です。 

                  

計画の期間 

 

 
 

令和６年度

（2024)

令和７年度

（2025）

令和８年度

（2026）

令和９年度

（2027）

令和10年度

（2028）

令和11年度

（2029）

令和12年度

（2030）

令和13年度

（2031）

令和14年度

（2032）

第１０次計画
（第9期介護保険事業計画・

老人福祉計画）

第１１次計画
（第10期介護保険事業計画・

老人福祉計画・

認知症施策推進計画）

第１２次計画
（第11期介護保険事業計画・

老人福祉計画・

認知症施策推進計画）

第６次防府市総合計画 「輝き！ほうふプラン」 

第１１次防府市 

高齢者保健福祉計画 
 

（第 10 期介護保険事業計画・ 

老人福祉計画・ 

認知症施策推進計画） 

【関連計画】 

・障害者福祉長期計画 

・こども計画 

・健康増進計画 

・住生活基本計画 

・その他関連計画 

整合 

調和 

【国】 

・基本指針 

・認知症施策推進大綱 

【山口県】 

・第九次やまぐち高齢者

プラン 

第４次防府市地域福祉計画・地域福祉活動計画 

整合 

整合 
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日常生活圏域とは、高齢者が住み慣れた地域で適切なサービスを受けながら安心して暮らし続けること

ができるように、地理的条件・人口・介護施設の整備状況等を総合的に勘案し、市内をいくつかの圏域に

区分したもので、第３期介護保険事業計画から全国で導入されました。 

 本市では第３期介護保険事業計画において市内を４つの日常生活圏域に設定しており、本計画におい

てもこれまでと同様の設定とします。 

 

日常生活圏域の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：住民基本台帳（令和 8 年 4 月 1 日時点） 

北地域 

佐波、右田、玉祖、小野 

人口  ：25,171 人 

高齢者数：8,315 人 

高齢化率：33.0％ 

南地域 

勝間、華浦、新田、野島、向島 

人口  ：23,951 人 

高齢者数：7,161 人 

高齢化率：29.9％ 

東地域 

牟礼、松崎、富海 

人口  ：27,826 人 

高齢者数：9,299 人 

高齢化率：33.4％ 

西地域 

中関、華城、西浦、大道 

人口  ：34,154 人 

高齢者数：10,006 人 

高齢化率：29.3％ 

玉祖 
たまのおや 
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本計画の策定にあたって、学識経験者、保健・医療・福祉団体等関係者、サービス利用関係者及び

一般公募による市民の代表者から構成された「防府市高齢者保健福祉推進会議」を設置し、第１０次高

齢者保健福祉計画の評価や、第１１次高齢者保健福祉計画の策定、介護保険料の設定等について協

議し、計画を策定しました。 

 

 

 

新たな計画を策定するための基礎資料とするため、「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」「在宅介

護実態調査」等を実施しました。 

 

 

 

本計画の素案を公表し、市民の皆様から幅広く意見を募りました。 

実施期間：令和８年（２０２６年）１２月１５日から令和９年（２０２７年）１月１５日まで 

提出者数：  名 

提出件数：  件 
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本市の人口は年々減少しており、高齢者（６５歳以上）人口についても令和２年（２０２０年）をピークとし

て減少傾向にあります。しかし、高齢化率は人口減少に伴って緩やかに増加しており、令和７年（２０２５

年）は３１．３％となっています。 

また、国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、令和２２年（２０４０年）には総人口が１０１，４１９

人、高齢化率は３４．９％となり、今後一層の高齢化が進むことが予測されています。 

 

【図表１】 人口及び高齢化率の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：令和 7 年（2025 年）までは国勢調査（総務省）、令和 12 年（2030 年）以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別 

将来推計人口（令和 5（2023）年推計）」 

 

 

【図表２】 高齢化率の推移と推計 

 

 

 

単位：％

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年
（2005） （2010） （2015） （2020） （2025） （2030） （2035） （2040）

防府市 22.6 25.3 29.0 30.7 31.3 32.0 32.8 34.9

山口県 25.0 28.0 32.0 34.6 36.0 36.7 37.6 40.0

全国 20.2 23.0 26.6 28.6 29.6 30.8 32.3 34.8

令和 7 年数値は国勢

調査結果を入力予定 

総人口 

116,818    116,611    115,942     113,979    111,102    108,424    105,046    101,419 

令和 7 年数値は国勢

調査結果を入力予定 
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平成１７年（２００５年）では、１５歳から６４歳の生産年齢人口が６３．５％、６５歳以上の高齢者人口が 

２２．６％を占めており、高齢者１人に対する生産年齢人口が２．８人となっていますが、令和２２年（２０４０

年）には高齢者 1 人に対し生産年齢人口が１．５人となることが見込まれます。 

 

【図表３】 年齢区分別人口割合の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：令和 7 年（2025 年）までは国勢調査（総務省）、令和 12 年（2030 年）以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別 

将来推計人口（令和 5（2023）年推計）」 

 

 

 

前期高齢者（６５歳～７４歳）は年々減少する一方、後期高齢者（７５歳以上）は増加しており、令和２２

年（２０４０年）には前期高齢者は１４，６８９人、後期高齢者は２０，７５４人となることが見込まれます。 

 

【図表４】 前期高齢者、後期高齢者の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

資料：令和 7 年（2025 年）までは国勢調査（総務省）、令和 12 年（2030 年）以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別 

将来推計人口（令和 5（2023）年推計）」 

 

令和 7 年数値は国勢

調査結果を入力予定 

令和 7 年数値は国勢

調査結果を入力予定 
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令和２年（２０２０年）の人口を１とした場合、令和２２年（２０４０年）の前期高齢者（６５歳～７４歳）は 

０．８７、７５歳から８４歳までは０．９０と減少が見込まれますが、８５歳以上においては、１．５８と大きく増

加することが見込まれます。 

 

【図表５】 年齢区分別人口変化率 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和 7 年（2025 年）までは国勢調査（総務省）、令和 12 年（2030 年）以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別 

将来推計人口（令和 5（2023）年推計）」 

 

 

高齢者単身世帯数と高齢者夫婦のみの世帯数は年々増加しており、平成１７年（２００５年）と令和２年

（２０２０年）を比較すると約１．５倍となっています。 

 

【図表６】 高齢者世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査 

 

 

約 1.5 倍 

令和 7 年数値は国勢

調査結果を入力予定 

令和 7 年数値は国勢

調査結果を入力予定 

（総人口） 
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本市では、令和元年（２０１９年）から虚弱な高齢者を介護予防・日常生活総合支援事業サービスにつ

なぐ取組を開始したことなどにより、認定者数は令和２年（２０２０年）以降、減少傾向となっています。 

 

【図表７】 認定者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：令和 5 年度は厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」、令和 6 年度は「介護保険事業状況報告（3 月月報）」、 

令和 7 年度は直近の「介護保険事業状況報告（月報）」 

 

 

要介護認定において、認知症自立度がⅡａからＭと認定された人は３，６８６人となっています。これ

は、６５歳以上の高齢者のうち約１０人に 1 人の割合で認知症の症状がみられることになります。 

 

【図表８】 認知症高齢者数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（令和８年４月１日）、認知症高齢者数は要介護認定において認知症自立度Ⅱ以上と判定された人 
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第１０次計画では、各基本方針に評価指標を設定し、取組を推進してきました。評価指標の達成状況や

成果は以下のとおりです。 

 

基本方針１  介護等サービスの充実したまちづくり 

 

評価指標 策定時 
目標値 

（Ｒ８年度） 

現在値 

（Ｒ７年度） 

短期集中予防型サービスの利用者数 １９２人 ２５０人 １８１人 

短期集中予防型サービス利用者のうち、幸せます状

態になった高齢者の割合 
６５．６％ 維持 ６０．２％ 

介護予防・日常生活支援総合事業における「地域

幸せます型」の団体数 
２７団体 ４５団体 ３７団体 

  

介護予防・日常生活支援総合事業における「地域幸せます型」の団

体数は計画策定時より増加しており、地域における支え合い活動が広

がっています。 

引き続き、高齢者の自立支援や重度化防止を推進するため、介護予

防の利用促進や地域資源との連携強化を図り、効果的なサービス提供

体制の充実に取り組む必要があります。 

 

 

基本方針２  高齢者が安心して住み慣れた地域で生活できるまちづくり 

 

評価指標 策定時 
目標値 

（Ｒ８年度） 

現在値 

（R７年度） 

認知症サポーター1 人当たりの高齢者数 ５．４８人 ３．０人 ４．８人 

認知症に関する相談窓口を知っている高齢者の割合 ２３．６％ ３０．０％ ２９．３％ 

成年後見センター利用者数 ３５８人 ５００人 ６８３人 

地域包括支援センターを知っている高齢者の割合 ４７．４％ ６０．０％ ５２．６％ 

写真 
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認知症施策や権利擁護、相談支援体制の充実に向けた取組が進展

しています。 

引き続き、関係機関と連携を強化しながら、地域における支え合いと

相談支援体制の充実を図り、高齢者が安心して暮らし続けられる地域

づくりを推進していく必要があります。 

 

 

基本方針３  高齢者が生きがいを持ち充実した生活ができるまちづくり 

 

評価指標 策定時 
目標値 

（Ｒ８年度） 

現在値 

（R７年度） 

住民主体の介護予防グループの数 ５６団体 ７６団体 ６８団体 

通いの場において心身機能が改善した高齢者の 

割合 
６９．５％ 維持 ６９．０％ 

  

通いの場の整備により交流や活動の機会が広がり、高齢者の社会参加や介護予防等につながっていま

す。今後も、地域における交流の機会を充実させ、高齢者が生きがいを持ち充実した生活を送るための環

境づくりを推進してく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 

写真 写真 

第１０次計画では、自立支援・重度化防止の推進や地域包括ケアシステムの推進、高齢者の社会

参加の促進に取り組み、各施策において一定の成果が見られました。一方で、目標値に達しなかった

指標もあり、介護予防の推進や地域の支え合い体制の充実、認知症施策の普及啓発などが引き続き

課題となっています。 

これらの評価を踏まえ、本計画では成果を継承・発展させるとともに、実情に応じた施策を展開し、

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる地域づくりを目指していく必要がありま

す。 
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①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

調査目的 要介護状態になる前の高齢者のリスクや社会参加の状況を調査 

調査対象者 市内在住の６５歳以上で要介護認定を受けていない方 

調査期間 令和７年１１月～令和７年１２月 

有効回収数 １，８２８件 （７６．２％） 

 

②在宅介護実態調査 

調査目的 
本人や家族が無理なく在宅生活を続けるためのサービスの在り方を考え

るため、生活の状況や課題を調査 

調査対象者 
市内在住の６５歳以上で在宅生活をしている要支援・要介護認定を受け

ている方 

調査期間 令和７年１１月～令和８年４月 

有効回収数 ４０９件 

 

③在宅生活改善調査 

調査目的 
ケアマネジャーの意識や利用者が住み慣れた場所で暮らし続けるため

の課題を調査 

調査対象者 ケアマネジャー（居宅介護支援事業所、小多機、看多機） 

調査期間 令和８年５月 

有効回収数 ３８事業所 （６７．３％） 

 

④介護人材実態調査 

調査目的 市内事業所の介護人材の状況を調査 

調査対象者 介護事業所、介護施設等 

調査期間 令和８年１月～令和８年２月 

有効回収数 ６８事業所 （４５．６％） 

 

※その他の調査 

 ・介護保険施設等入所申請待機者調査 
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①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

要介護状態につながる健康リスク別の割合について、令和４年（２０２２年）調査結果と比較すると、転

倒リスク、低栄養、認知機能、うつ傾向のリスクが上昇しています。 

 

 

【図表９】 健康リスク者割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各種活動への参加状況について、令和４年（２０２２年）調査時には新型コロナウイルス感染症の影響も

あり、参加率は低下していましたが、今回の調査では、ほとんどの類型で参加率が上昇しています。 

 

【図表１０】 各種活動に週 1 回以上参加している人の割合 
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②在宅介護実態調査 

就労している家族介護者への調査で「問題なく、続けている」と回答した方は、フルタイム勤務の方が

２８．１％、パートタイム勤務の方が２３．１％で、「問題はあるが、何とか続けている」と合わせると、フルタイ

ム・パートタイム共に約８割の介護者が「就労の継続は可能」と考えていることが分かります。しかし、約２割

の介護者は「就労の継続は難しい」と考えており、在宅生活の継続に向けた介護者への支援が必要となっ

ています。 

 

【図表１１】 就労継続の意向（フルタイム、パートタイム別） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

在宅生活を続けるにあたり、介護者が不安を感じる介護については、要支援１・２と要介護１・２では「外

出の付き添い、送迎等」、「認知症状への対応」、要介護３以上では「夜間の排泄」「日中の排泄」が上位を

占めており、就労継続に向けた介護者への支援が必要となっています。 

 

【図表１２】 介護者が不安を感じる介護（要介護度別） 
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③在宅生活改善調査 

過去１年間で、自宅から居住を変更した方と自宅で亡くなった方の比率は、概ね７：３となっています。 

 

【図表１３】 過去 1 年間の居住変更と自宅等における死亡の割合 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

調査回答のあったケアマネジャーが担当している在宅利用者３，２４３人のうち、現在、在宅での生活の

維持が難しくなっている利用者は１４７人（４．５％）となっています。そのうち２８人の属性は、独居世帯・自

宅等（持ち家）・要介護度２以下の利用者となっています。 

 
【図表１４】 現在、在宅での生活の維持が難しくなっている利用者 

 

 

 
 

 

 

 

 

在宅生活の維持が難しくなっている理由として、介護３以上では「必要な身体介護の増大」が高い割合

を占めています。 

 

【図表１５】 生活の維持が難しくなっている理由（本人の状態に属する理由） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｎ＝3243） 
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④介護人材実態調査 

性別・年齢別の雇用形態をみると、全サービス系統（訪問系、通所系、施設・居住系）において、女性の

割合が高く、約半数を５０歳以上の女性が占めています。若年層の割合が低く、中長期的な介護人材の確

保に向けた取組が必要です。 

 

【図表１６】 性別・年齢別の雇用形態の構成比（全サービス系統） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設・居住系では、職員の採用者数が離職者数を下回っています。 

 

【図表１７】 介護職員数の変化 

 
 

【図表１８】 前の職場が介護事業所である職員の前の職場の場所

 

常勤職員 非常勤職員 小計 常勤職員 非常勤職員 小計 常勤職員 非常勤職員 小計 常勤職員 非常勤職員 小計

全サービス系統
（ｎ＝68）

498人 339人 837人 63人 65人 128人 65人 53人 118人 99.6% 103.7% 101.2%

訪問系
（ｎ＝22）

147人 133人 280人 19人 26人 45人 20人 16人 36人 99.3% 108.1% 103.3%

通所系
（ｎ＝24）

126人 113人 239人 23人 27人 50人 19人 24人 43人 103.3% 102.7% 103.0%

施設・居住系
（ｎ＝21）

225人 93人 318人 21人 12人 33人 26人 13人 39人 97.8% 98.9% 98.1%

サービス系統
（該当事業所数）

職員総数 採用者数 離職者数 昨年比

合計 46人 100.0% 14人 100.0% 13人 100.0% 19人 100.0%

同一市区町村 35人 76.1% 12人 85.7% 12人 92.3% 11人 57.9%

他の市区町村 11人 23.9% 2人 14.3% 1人 7.7% 8人 42.1%

全サービス系統 訪問系 通所系 施設・居住系

職員総数
前の職場の場所
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高齢化の進展や社会構造の変化により、人と人とのつながりの在り方が大きく変化しています。 

住み慣れた地域で安心して暮らし続けることは、かけがえのないものです。 

本計画では、第６次防府市総合計画「輝き！ほうふプラン」の基本目標である 『明るく豊かで健やかな 

防府』 の実現を踏まえ、思いやりと支え合いの心を礎として、共に支え合う地域社会の形成を目指します。 

誰もが地域の中で自分らしく、生きがいや役割を持ちながら、安心して暮らし続けることができるまちの 

実現に向け、基本理念を定めました。 

 

 
 

 

  
基本理念を踏まえ、計画における施策や事業の推進を図るため、次の４つの基本目標を定めます。 

 

基本目標Ⅰ  健康で生きがいを持って暮らせる地域の実現 

 

基本目標Ⅱ  住み慣れた地域でいつまでも自分らしく暮らせる地域の実現 

 

基本目標Ⅲ  持続可能な介護サービス提供基盤の構築 

 

基本目標Ⅳ  認知症と共に生きる共生社会の実現 
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基本理念  基本目標Ⅰ 健康で生きがいを持って暮らせる地域の実現 

高
齢
者
厮
厦
叅
叟
又
口
住
叠
慣
れ
叀
地
域
又
厒
自
分
只
厹
厦
生
活
厮
送
れ
召
叩
厨 

思
厦
句
叫
叉
支
厪
合
厦
双
叩
召
幸
厽
叏
提
供
厮
又
厯
召
地
域
社
会
可
目
指
去 

    
  施策目標１ 高齢者が健康で自立している 
    
  施策目標２ 高齢者が生きがいや役割を持ち社会や地域に参加している 
    
  施策目標３ 高齢者が安心して生活している 

    

 基本目標Ⅱ 住み慣れた地域でいつまでも自分らしく暮らせる地域の実現 
    
  施策目標４ 高齢者が介護予防に取り組んでいる 
    
  施策目標５ 高齢者が必要な生活支援を受けることができている 
    
  施策目標６ 高齢者や介護者が困りごとを相談することができている 
    
  

施策目標７ 
高齢者が在宅生活で、医療と介護の一体的サービスを受け

ることができている 
    
  施策目標８ 高齢者が自らの権利が守られた生活が送れている 
   

  施策目標９ 家族介護者の負担が軽減されている 
    
  

施策目標１０ 
高齢者が、災害や感染症発生等の緊急時への備えができ

ている 

    

 基本目標Ⅲ 持続可能な介護サービス提供基盤の構築 
    
  

施策目標１１ 
高齢者の心身の状況に応じた適切な介護給付が行われて

いる 
    
  

施策目標１２ 
介護人材が確保され、効率的に働くことできる環境が整って

いる 
    
  

施策目標１３ 
PDCA サイクルに基づき高齢者福祉施策や介護保険事業

が展開されている 

    

 基本目標Ⅳ 認知症と共に生きる共生社会の実現 
    
  

施策目標１４ 
認知症の人の意見や経験が施策や地域づくりに反映されて

いる 
    
  

施策目標１５ 
新しい認知症観が地域に広がり、認知症のある人が地域の

一員として役割やつながりを持って暮らしている 
    
  

施策目標１６ 
認知症のある人が意思や希望が尊重され、孤立せず希望

する暮らしを続けることができている 
    
  

施策目標１７ 
認知症の人と家族が早期の気づきから診断後支援まで切

れ目ない支援を受けられている 


